
１　総括

（１）人件費の状況（平成２６年度普通会計決算）

（２）職員給与費の状況（平成２６年度普通会計決算）

（注） 1 　職員手当には退職手当を含まない。

2 　職員数は、平成26年4月1日現在の数である。

3 　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が

　含まれており、職員数には当該職員を含んでいない。

（３）ラスパイレス指数の状況（各年4月1日現在）
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（注） 1 　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較する

ため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、

国の行政職棒給表（一）適用職員の棒給月額を１００として計算した指数。

2 　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を

単純平均したものである。

3 　平成２４年及び平成２５年は、国家公務員の時限的な（２年間）給与改定・臨時特例法に

よる給与減額措置がないとした場合の値である。

※　平成２６年４月１日のラスパイレス指数が、①３年前に比べ１ポイント以上上昇している場合、

②３年連続で上昇している場合、③１００を超えている場合について、その理由及び改善の見込み

・高経験年数職員の定年退職による変動
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２　職員の平均給与月額、初任給等の状況

（１）職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（H27年4月1日現在）

①一般行政職

歳 円 円 円

歳 円 円 円

歳 円 円

歳 円 円 円

（２）職員の初任給の状況（平成27年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

（３）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（平成27年4月1日現在）

円 円 円

円 円 円

「※」は、対象者が３人以下のため、公表できません

142,100 142,100

経 験 年 数 25 ～ 35 年

※

361,300

―

（国ベース）

292,700

174,200

高　校　卒 142,100

一 般 行 政 職

一般行政職

大　学　卒 228,300 ※

区 分

大　学　卒 174,200

経 験 年 数 5 ～ 15 年

高　校　卒

295,342

330,387

361,828

国

平均給与月額
平均給与月額平均給料月額平均年齢区　　分

普代村 36.3

岩手県

国 43.5

岩 手 県普 代 村区分

264,291

174,200

408,996

347,240

399,011

※

経験年数15～25年

352,840類似団体 41.3

44.0 333,125

334,283

301,497
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３　一般行政職の級別職員数等の状況

（１）一般行政職の級別職員数及び給料表の状況（平成27年4月1日現在）

（注） 1 　普代村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。

2 　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

  

（２）昇給への勤務成績の反映状況
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４　職員の手当の状況
（１）期末手当・勤勉手当

千円　 千円　

（平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合） （平成26年度支給割合）

月分 月分 月分 月分 月分 月分

（ 月分） （ 月分） （ 月分） （ 月分） （ 月分） （ 月分）

（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

・役職加算　５～１０％ ・役職加算　５～２０％ ・役職加算　５～２０％

・管理職加算　１０～２５％ ・管理職加算　１０～２５％

（注）1(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

【参考】勤勉手当への勤務成績の反映状況（一般行政職）

　

（２）退職手当（平成27年4月1日現在）

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

月分 月分 月分 月分

（2%～45%加算） （2%～45%加算）

1人当たり平均支給額　　　　 千円

（注）１ 退職手当の1人当たり平均支給額は、平成26年度に退職した職員に支給された平均額である。

（３）地域手当（平成27年4月1日現在）

千円

千円

％ 人 ％

（支給率）

勤続20年

応募認定・定年

49.590

定年前早期退職特例措置

勤続25年

その他の加算措置

49.59 41.325

49.59

定年前早期退職特例措置

最高限度額

1.40

自己都合

最高限度額

期末手当

49.59

34.5825

勤続35年

―

20.445

普代村

応募認定・定年

国

2.55

1,128

期末手当

1.50

勤勉手当

　勤勉手当への勤務成績の反映は行っておらず、一律の成績率を適用。

－－

勤勉手当

25.5562

20,930

25.5562

34.5825

49.59

務員の給与水準を比較するため、地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数。

2.60

1.45

勤勉手当

国

49.590

普　　代　　村

１人当たり平均支給額（平成26年度）

1.40 0.70

（支給率）

勤続20年20.445

岩　　手　　県

１人当たり平均支給額（平成26年度）

1,652

期末手当

0.70

2.55 1.40

支給実績（26年度決算） ―　

支給職員１人当たり平均支給年額（21年度決算） ―　

自己都合

41.325

29.145 29.145勤続25年

勤続35年

その他の加算措置

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度(支給率)

― ―――

地域手当補正後ラスパイレス指数

（ラスパイレス指数）

―

―

（注）　地域手当補正後ラスパイレス指数とは、地域手当を加味した地域における国家公務員と地方公

（補正前のラスパイレス指数×（１＋当該団体の地域手当支給率）/(１＋国の指定基準に基

づく地域手当支給率）により算出。）
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（４）特殊勤務手当（平成27年4月1日現在）

（５）時間外勤務手当

千円

千円

千円

千円

左記職員に対する支給単価

１日５００円
(左記以外の防疫作

業は４０１円)

8,420

255

支給実績（26年度決算）

支給実績（25年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（25年度決算）

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算）

7,307

235

支給職員１人当たり平均支給年額（26年度決算） ―　

防疫作業手当 一般行政職、医療職

コレラ、ペスト、痘そう、流行性脳せ
き髄膜炎、発しんチフス、日本脳炎、
黄熱、らい、狂犬病の防疫作業に従
事したとき

　　　　　　千円
0

手当の種類（26年度決算） ―　 ％

手当の名称

千円

円

％

支給実績（26年度決算） ―　

職員全体に占める手当支給職員の割合（26年度決算） ―　

主な支給対象職員 主な支給対象業務 支給実績（２６年度決算）

ない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

（注）　職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（２６年度決算）」と同じ年度

　の４月１日現在の総職員数（管理職員、教育職員等、制度上時間外勤務手当の支給対象とはなら
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（６）その他の手当（27年4月1日現在）

円

円

千円 95,364 円

千円

241,520千円

2,860

6,038

同じ

借家・借間居住者で
月額12,000円を超える家賃を負
担している場合、家賃の額に応
じて支給
上限　月額27,000円

支給実績
（26年度決算）

同じ

手　当　名
国の制度
との異同

国の制度
と異なる

内容

住居手当

扶養手当

内容及び支給単価

扶養親族のある職員に支給
1、配偶者　月額13,000円
2、配偶者以外の扶養親族
　　　　　 月額 6,500円
3、配偶者のない場合の1人目
　　　　　 月額11,000円
※16歳～22歳までの子には
　月5,000円が加算される

2,098同じ

260,000

支給職員1人当たり

平均支給年額

（26年度決算）

通勤手当

1,806 225,750千円

宿日直手当 同じ
簡易水道
施設管理

470

日直勤務1回につき
・一般の宿日直　　4,200円
・研修施設等における当直
　　　　　　　　　5,900円
・医師の当直　　 20,000円
・簡易水道施設管理
　　　　　　　　　5,700円

管理職手当

寒冷地手当

給料の８%以内(5％) 円

勤務1回につき
・管理職　　4,000円 同じ ― 千円

千円 68,370 円

11月から翌年3月までの間、現
に支給地域に居住する職員に対
して支給
(月額7,360円～17800円)

同じ 3,145

円千円

円―

16,207

管理職員
特別勤務手当

交通機関利用者－最高月額
50,000円、交通用具利用者－勤
務距離に応じた区分額(片道2㎞
以上2,000円～片道60㎞以上
24,500円)
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５　特別職の報酬等の状況（27年4月1日現在）

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

円 円／ 円

月分

月分

月分

（支給時期）

　任期ごと

　任期ごと

期
末
手
当

村 長

議 長
報
酬

　在職月額×給料×0.245

副 村 長

230,000170,000

副 議 長

副 村 長

2.90

副 議 長

議 員 100,000

（26年度支給割合）

議 員

副 村 長

区 分

828,000給
料

給 料 月 額 等

570,000 435,600

議 長

119,000189,000

2.90

523,000

（26年度支給割合）

村 長

村 長

（参考）類似団体における最高／最低額

667,000 421,500

2.90

　在職月額×給料×0.425

（1期の手当額）

11,628,000円

（算定方式）

236,000

退
職
手
当

251,000

 6,150,480円

316,000 171,100
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６　職員数の状況

（１）部門別職員数の状況と主な増減理由

（各年4月1日現在）

農林水産

商工

土木

民生

衛生

（注） 1 　職員数は一般職に属する職員数である。

2 　[     ]内は、条例定数の合計である。

（２）年齢別職員構成の状況（27年4月1日現在）

税務

労働

職員数
人

5 30 7

人 人

総務

病院

人

水道

小　計

7

43歳 47歳

36歳24歳

42

人 人人

27歳 31歳

人

～

未満

33

人

5 3 4

35歳 39歳

0

～

40歳 44歳 48歳

～ ～～

[　85　］

28歳 32歳

～～

20歳

主な増減理由
平成27年

1113 2

0

平成26年

3

5

3

10

5

9

1

対前年
増減数

2

公
営
企
業
等
会
計
部
門 計

5

2

2

1

△ 1

41

人人

52歳

59歳 以上55歳

60歳56歳

23歳

人

0

職員数

0

3

退職による減

20歳

1 0

0

47

3

職員配置による減

[　85　］

△ 1

[　-　］

△ 1

1

57

職員配置による減

3

下水道

その他

～

普
通
会
計
部
門

～

56
合　　計

職員配置による増

区　分

議会

一
般
行
政
部
門

区　分

部　門

計

37

～

人

計

0

0

8

4

0

3

教育部門

3

8

4

6

0

△ 1

0

3 1

51歳

47

7

0

5

10

15

20

25

30

35

1
 

2
 

3
 

4
 

5
 

6
 

7
 

8
 

9
 

1
0
 

1
1
 

1
2
 

構成比 

%   
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（３）職員数の推移

（各年4月1日現在）

（ ）％

（ ）％

（ ）％

（ ）％

（ ）％

（ ）％

（注） 1 各年における定員管理調査において報告した部門別職員数である

23年 26年22年 過去5年間の増減数(率)

消 防

27年

0

7 8

　　　　　年度別
部門別

普 通 会 計 計

公営企業等会計計

44 40

0

一 般 行 政

25年

11

57

10

24年

10

51

56

5

52 49 47

0 0

6

1111

▲ 28.6教 育

▲ 2

▲ 2

45 41 41 42

7 7

▲ 4.5

0.0

▲ 5

▲ 10.0

▲ 8.2

▲ 7.8

総 合 計

0

▲ 4

9

47

61 58

47

63 60

▲ 1

0 0
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